
単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

[財源名]、（前年度予算額） 

 

警察運営費 

 

1,542,378 

（1,610,509） 

 

国     2,746 

 

使  216,247 

 

財      6,111 

 

諸     50,107 

 

㊀  1,267,167 

 

１ 犯罪被害者等への支援強化事業   6,675 [国、㊀]（4,796） 

 

身体犯罪被害者にかかる初診料、性感染症等検査費用、再診料、

診断書経費等を公費負担するとともにカウンセリング等を行うほ

か、犯罪被害者に対する直接支援業務を行い、被害者やその家族等

への支援を強化する。 

 

   ①犯罪被害者電話相談業務委託  1,989 

     委託先：民間 

   ②犯罪被害者直接支援業務委託    366 

     委託先：民間 

 

 

装備費 

 

 

 

 

 

 

 

647,773 

(761,765) 

 

国  222,854 

 

繰    1,700 

 

起   15,300 

 

㊀    407,919 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 警ら用自動車等の更新整備  48,823[繰、起、㊀]（188,291） 

 

警察活動の基盤となる警察車両の計画的な更新整備を図るた

め、警ら用自動車（白黒パトカー）等の更新整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

[財源名]、（前年度予算額） 

 

警察施設費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,134,080 

   (1,429,273) 

 

国      590 

 

財   49,886 

 

繰   49,045 

 

起   945,000 

 

㊀     89,559 

 

 

 

 

 

 

□長１ 交番・駐在所の新築整備     70,500[起、㊀]（140,600） 

 

地域防災の拠点となる県下全ての交番・駐在所のうち経年劣化

による老朽化が著しい１施設を新築に向けて整備する。 

 

□長２ 大津北警察署移転新築整備 265,718[国、起、㊀]（119,930） 

 

    老朽・狭隘が著しい大津北警察署の移転新築整備に伴い、移転

先用地の造成工事および建築工事を行う。 

 

   [債務負担行為] 

    期 間：令和９年度～令和 10 年度 

限度額：2,588,059 

    内 容：大津北警察署の移転新築整備に伴う建築工事を行う。 

 

 

 

運転免許費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,026,333 

   (948,953) 

 

国   1,101 

 

使  896,115 

 

諸     798 

 

㊀    128,319 

 

 

○新１ 字幕表示システムによる免許行政サービス事業     2,203 

[国、㊀]（-） 

 

自動翻訳機能付きの字幕表示システムの導入により、免許行政

サービスを利用する外国人や聴覚障がい者等に対して、制度や更

新手続き等の正確な内容理解につなげる。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

[財源名]、（前年度予算額） 

 

刑事警察費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,186,286 

  (1,182,473) 

 

国    25,760 

 

使   37,710 

 

繰    4,867 

 

起   37,900 

 

㊀  1,080,049 

 

○新１ トクリュウ対策重点化事業        162,294[㊀]（-） 

 

     トクリュウ犯罪に対する抑止力強化を目的として、情報発信や広

報啓発の推進と最新の各種資機材等を導入する。 

 

○新２ 証拠品管理システム高度化改修事業     41,610[㊀]（-） 

 

   ＩＣＴ（二次元バーコード）を活用した証拠品管理システムの高

度化改修により、証拠品の適正管理を推進する。 

 

３ 安全・安心アプリ利用促進事業  5,957[国、起、㊀]（5,764） 

 

    防犯アプリに認知症高齢者の発見・保護や特殊詐欺被害防止に資

する機能を拡充するとともに、県民の生活スタイルに応じた必要な

安全情報を提供することで、県民の自発的な行動変容に繋げ、県民

全体の犯罪抑止力を向上する。 

 

   ①追加機能作成委託   1,733 

     委託先：民間 

   ②アプリ保守業務委託  4,224 

     委託先：民間 

 

４ ＳＮＳで犯罪防ぐ情報発信事業      1,943[㊀]（3,147） 

     

ソーシャルメディアの機能を積極的に活用し、県民を対象とし

て「闇バイトなどの犯罪に加担しない」「県民が犯罪の被害に遭

わない」ための情報発信を行う。 

 

   情報発信業務委託  1,943 

   委託先：民間 

 

○新□挑５ 特殊詐欺等被害防止対策調査研究事業   4,000[㊀]（-） 

     

官学連携により専門的知見を活用し、特殊詐欺等の被害実態や

そのメカニズムを解明して、ＥＢＰＭに基づく効果的な被害防止

対策を推進する。 

 

   調査研究業務委託  4,000 

    委託先：民間 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

[財源名]、（前年度予算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 安全・安心なサイバー空間構築推進事業        3,156 

[繰、㊀]（2,571） 

     

事業者に対するセキュリティ診断および県内の中小企業向けの

サイバーセキュリティセミナーを継続実施することにより、事業

者のサイバーセキュリティ意識の向上を図る。 

 

○新７ 子どもたちを守るＩＴリテラシー向上促進事業    2,079 

[繰]（-） 

 

県内の小中学校等において実施するサイバー防犯教室用の動画

コンテンツを作成し、子どもたちがＳＮＳ上の犯罪やトラブルか

ら身を守ることができるようＩＴリテラシーの向上を促進させる。 

  

   動画コンテンツ作成業務委託  2,079 

   委託先：民間 

 

８ 地域見守りカメラ設置促進事業      2,310[㊀]（3,850） 

 

防犯カメラを無償貸し付けすることにより、防犯活動への補填

効果および行政機関への設置促進の仕組みづくりを促すため、防

犯カメラの購入を行う。 

 

交通指導取締費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,049,106 

   (2,131,055) 

        

国    322,200 

 

使    143,609 

 

諸   77,909 

 

起   784,500 

 

㊀   720,888 

 

□挑１ お試し自主返納・運転ライフ見直し事業  3,553[㊀]（175） 

 

「お試し自主返納」の継続実施に加え、事業参加促進のためのテ

レビ放映や、運転を継続する高齢ドライバーに対する運転の自己

診断が可能な分析タグの貸出により今後の運転のあり方を提案す

るなど、県民運動として社会全体で考える気運作りを進める。 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

[財源名]、（前年度予算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 交通安全施設整備費   1,409,809[国、起、㊀]（1,469,974） 

 

(1) 交通管制センターの整備（補助）         270,059 

[国、起、㊀]（261,862） 

 

交通の安全と円滑化を推進するため、路上に設置の集中制御

機や情報収集装置の更新等を行う。 

 

(2) 交通信号機の整備（補助） 167,743[国、起、㊀]（166,052） 

 

交通規制の効率化や高齢者等交通弱者の安全を図るため、視

覚障害者用付加装置の設置等の信号機改良整備を行う。 

 

(3) ゾーン・通学路対策事業（補助）         183,288 

[国、起、㊀]（180,836） 

 

生活道路における歩行者等の安全対策として、区域内の最高

速度を 30km に規制する「ゾーン 30」を実施するとともに、通学

路や未就学児等が利用する道路においては、横断歩道等の整備

を中心とした道路標識標示の整備を行う。 

 

(4) 円滑化対策事業（補助）   47,378[国、起、㊀]（37,735） 

 

交通の円滑を図るため、信号機の新設および改良を行う。 

 

(5) 交通信号機の整備       138,082[起、㊀]（145,986） 

 

       信号機の移設や信号灯器の改良整備等を行う。 

 

(6) 道路標識・標示の整備     201,094[起、㊀]（192,140） 

 

    道路標識・道路標示の更新等を行う。 

 

（7）道路新設に伴う交通安全施設整備          7,967 

[起、㊀]（154,260） 

 

    道路新設に伴い必要となる信号機等の新設を行う。 


